
  エコアクション２１
  環境経営レポート２０２1

対象期間　：　2021年１０月１日～2022年９月３０日

目次
１．会社概要及び登録範囲　　P-1
２．事業所概要　　　　　　P-2
３．環境経営方針　　　　　　　　P-3
４．環境関連法規への違反、訴訟等の有無　　P-3
５．環境経営方針、環境経営目標と環境経営計画　　　　P-4
６．環境経営目標の達成状況と実績評価　　　　　　　P-5
７．環境経営計画の実施状況、取組結果評価と来年度の取組内容　　P-7
８．代表者による取組の全体評価と見直しの結果　　　　　　　　　P-8

発　行　日　：　2023年８月１３日
改　定　日　：　2023年９月２０日

有限会社 栄合成



1

１．会社概要及び登録範囲

（１）商号　　　有限会社　栄合成

　　　　　　　代表者　石橋栄治

（２）設立日　　昭和48年7月2日
（３)資本金　　3百万円
（４)本社所在地　　〒332-0003  埼玉県川口市東領家4丁目14番15号

　　第二工場　　　川口市東領家4丁目16番18号

　　弥平工場　　　川口市弥平4丁目11番21号

（７)保有車両・フォークリフト

　　トラック6台、フォークリフト5台

種類 番号 許可年月日 有効年月日

産業廃棄物処分業
川口市

12520036236
令和5年8月8日 令和10年1月15日

（9）登録範囲
　　　全組織・全活動

（５)事業内容
　　ポリオレフィン樹脂（主としてポリエチレン）の溶融再ペレット化

（６)事業規模
　　売上金額　　　2億5千万円　(2020.10～2021.9)
    従業員数　　　19人
　　決算期　　　　毎年9月末

（８)許可の内容
　　事業の範囲：中間処理
　　溶融減容：廃プラスチック類（軟質かつポリエチレン系のものに限
る）

(12)処理工程図
　・廃プラスチック（原料）→溶融減容押し出し機→カッター→プラスチック
　　ペレット（製品）
　・廃プラスチック（原料）→破砕機→溶融減容押し出し機→カッター→プラス
　　チックペレット（製品）

(11)処理方式
　　溶融減容押し出し機、破砕機＋溶融減容押し出し機

(10)処理能力（規模）
　　溶融減容押し出し機（時間当たり300kg）6台破砕機＋溶融減容押し出し機
  （時間当たり200kg ）1機　合計で時間当たり2,000kg
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　連絡先　環境管理責任者　石橋泰治

　　　　　〒332-0003  川口市東領家4丁目14番15号

　　　　　TEL : 048-223-3544    FAX : 048-225-5778

        電子メール　：　sakaegousei@ymail.plala.or.jp

２．事業所概要

本社（本社工場） 第二工場 弥平工場

主要業務

本社機能（人事、
総務、経理）
生産設備、営業、
購買
物流（引取、配
送）
溶融ペレット化
包装、保管

溶融ペレット化
包装、保管

溶融ペレット化
包装、保管

人員 15名 2名 2名

主要設備
押出機5台、フォー
クリフト3台

押出機1台、フォー
クリフト1台

押出機1台、フォー
クリフト1台

敷地面積（ｍ2） 779 139 607

床面積（ｍ2） 603 164 522

組織図・実施体制

方針・目標・実施体
制決定、全体の評価
と見直し・指示

取組計画の策定
取組状況の把握・評
価
取組の推進

総務・経理・物流
（責任者：石橋栄

治）

本社工場
（責任者：石橋栄

治）

第二工場
（責任者：石橋栄

治）

弥平工場
（責任者：若林一

男）

責任者：教育・訓練の実施及び運用
職員：環境活動計画を実行する

代表取締役（石橋栄治）

環境管理責任者（石橋泰治）

※　産業廃棄物処理費用について
　　当社は、再生事業のためのプラスチックリサイクル原料を有価にて購入し
　　ており、産業廃棄物を処理する事業をしておりません。

mailto:sakaegousei@ymail.plala.or.jp
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３．環境経営方針

３．事業活動から出る廃棄物の発生抑制と削減を行います。

４．事業活動において省資源、グリーン購入を推進します。

５．弊社に関連する環境法令などを遵守します。

４．環境関連法規への違反、訴訟等の有無

有限会社栄合成　環境経営方針

基本理念

プラスチック再利用に関する事業を積極的に展開・推進することにより、
循環型社会の創成に貢献します。この事を確実にするため、環境経営マネジメントシ
ステムのエコアクション２１を運用し、継続的に改善していきます。

行動指針

１．プラスチックリサイクルの拡大と効率化を推進します。

２．事業活動による二酸化炭素排出量を削減します。

　
有限会社栄合成

　
代表取締役　石橋栄治

当社に適用される主な環境関連法規は、廃棄物処理、消防、車両・運送関係
ですが、これらの法律及び条令に基づき適切に対応しており、違反はありま
せん。関係機関等からの指摘や訴訟、苦情に関しても過去３年間ありませ
ん。

　制定　平成20(2008)年 9月1日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改定　平成27(2015)年11月1日
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中長期目標 単年度目標

2023年度
（2023年10月
～24年9月）

2021年度
（2021年10月
～22年9月）

1
プラスチックリサ
イクルの拡大と効
率化を推進しま
す。

再生ペレット生産
量の増加（t）

基準年度比3％増
加

基準年度比1％増
加

販売促進活動、品質の
維持向上、検査体制の
強化

二酸化炭素排出削
減（生産量ｔ当り
ｋｇ）

基準年度比3％削
減

基準年度比1％削
減

下記活動による

電力から出る
二酸化炭素排出削
減
（生産量ｔ当り）

基準年度比3％削
減

基準年度比1％削
減

冷暖房の適温化、生産
に伴う排熱処理の適正
化不要時の消灯及び電
源オフ

軽油から出る
二酸化炭素排出削
減
（生産量ｔ当り）

基準年度比3％削
減

基準年度比1％削
減

エコ安全運転講習会の
開催、各自車両の燃費
向上方法の習得

LPガスから出る
二酸化炭素排出削
減
（生産量ｔ当り）

基準年度比3％削
減

基準年度比1％削
減

ムダなアイドリングの
禁止

産業廃棄物排出量
削減
（生産量ｔ当り）

基準年度比3％削
減

基準年度比1％削
減

特に塊の分別、生産ラ
インへの再投入

一般廃棄物排出量
削減
（生産量ｔ当り）

基準年度比3％削
減

基準年度比1％削
減

排出抑制と分別の推
進、資源化の推進

総給水量の削減
（生産量ｔ当り）

基準年度比3％削
減

基準年度比1％削
減

冷却水量の監視及び調
整、効率的な生産活動
冷却水として雨水の利
用

事務用グリーン購
入比率（％）

基準年度比3％増
加

基準年度比1％増
加

・必要品の購入
・カタログ等による市
場調査

5
弊社に関連する環
境法令などを遵守
します。

関連する環境法令
などを遵守

年間１回の
チェック

年間１回のチェッ
ク

毎年８月のチェック

注3）基準年度は2020(令和2)年度（2020年10月～2021年9月）

2
事業活動による二
酸化炭素排出量を
削減します。

3
事業活動から出る
廃棄物の発生抑制
と削減を行ないま
す。

4
事業活動において
省資源、グリーン
購入を推進しま
す。

５．環境経営方針、環境経営目標と環境経営計画

環境経営方針・環境経営目標・環境経営計画総括表

環境経営方針

環境経営目標

テーマ

環境経営活動項目
（目標達成手段）

注1）購入電力の排出係数は、東京電力エナジーパートナー（株）の令和2年(2020)年の実排出係数
　　　0.441kg-CO2/kWhを使用。

注2）弊社はPRTR法に該当する化学物質を使用しておりませんので、化学物質に関する目標はありませ
ん。
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６．環境経営目標の達成状況と実績評価

（１）環境経営目標の達成状況の確認

今年度目標

2021年度
（2021年10月
～22年9月）

再生ペレット生産量の増加
（t）

基準年度比1％増
加

3703 3740 3538.00 94.6% △

二酸化炭素排出削減（生産
量ｔ当りkg-co2）

基準年度比1％削
減

223.29 221.0571 220.17 100.4% ○

電力から出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-co2）

基準年度比1％削
減

189.89 187.9911 182.31 103.1% ○

軽油から出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-co2）

基準年度比1％削
減

30.36 30.0564 32.45 92.30% △

LPガスから出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-co2）

基準年度比1％削
減

3 2.97 2.56 116.0% ○

産業廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkg）

基準年度比1％削
減

25.92 25.6608 26.85 95.6% △

一般廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkg）

基準年度比1％削
減

0.065 0.06435 0.0678 93.1% △

総給水量の削減
（生産量ｔ当りｍ3）

基準年度比1％削
減

0.63 0.6237 0.67 93.1% △

事務用品グリーン購入比率
の増加(％)

基準年度比1％増
加

14 14 18 128.6% 〇

関連する環境法令などを遵
守

年間１回のチェッ
ク

年間１回の
チェック

年間１回の
チェック

年間１回の
チェック

100% 〇

〇：目標達成、　◎：目標を大幅達成、　△：目標未達。、　×：大幅に目標未達

注１：売上高は百万円当たりです。

　注3　：　2021年度二酸化炭素総排出量： 749,198 kg-co2

注2 ：　2020年度二酸化炭素総排出量：　778,976 kg-co2、
　　　　産業廃棄物総排出量： 95,000kg、
　　　　一般廃棄物総排出量：240ｋｇ、
　　　　総給水量：2382ｍ３

達成状況
基準値

2020年度
目標値

実績値
2021年度

環境経営目標 達成率
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（２）環境経営目標の達成状況（実績）の評価

問題点の有無
（目標の設定方法や難易

レベル）

今年度の結果を踏まえた
次年度の目標設定の考え

方

目標から見た取組方法全
体の課題、問題点

再生ペレット販売量の増加
（t）

なし 継続 なし

二酸化炭素排出削減（生産
量ｔ当りkg-co2）

なし 継続 なし

電力から出る
二酸化炭素排出削減
（売上高当りkg-co2）

なし 継続 なし

軽油から出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-co2）

なし 継続 監視を強めること

LPガスから出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-co2）

なし 電動車の導入 なし

産業廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkg）

なし 継続 なし

一般廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkg）

なし 継続 なし

総給水量の削減
（生産量ｔ当りkg）

なし 継続 なし

事務用グリーン購入の増加 なし 継続 なし

関連する環境法令などを遵
守

なし 継続 なし

評価項目

環境経営目標
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７．環境経営計画の実施状況、取組結果評価と来年度の取組内容

運用は計画
通りの日程
で進んだか

責任者・担
当者はその
任を果たし
たか

その他問題
点の有無
（取組方法
など）

再生ペレット販売量の増加
（t）

販売促進活動、品質の
維持向上、検査体制の
強化

△ ○ 特になし 重点的取組

二酸化炭素排出削減（生産
量ｔ当りkg-co2）

下記活動による ○ ○ 特になし 重点的取組

電力から出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-co2）

冷暖房の適温化、生産
に伴う排熱処理の適正
化不要時の消灯及び電
源オフ

○ ○ 特になし 重点的取組

軽油から出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-co2）

エコ安全運転講習会の
開催、各自車両の燃費
向上方法の習得

△ ○ 特になし 重点的取組

LPガスから出る二酸化炭素
排出削減　（生産量ｔ当り
kg-co2）

電動車を一部導入す
る。

○ ○ 特になし 重点的取組

産業廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkg）

特に塊の分別、生産ラ
インへの再投入

△ ○ 特になし 重点的取組

一般廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkg）

排出抑制と分別の推
進、資源化の推進

△ ○ 特になし 継続

総給水量の削減
（生産量ｔ当りkg）

冷却水量の監視及び調
整、効率的な生産活動
及び冷却水として雨水
の利用

△ ○
漏水した水
タンクを交
換した。

継続

事務用グリーン購入割合の
増加

必要品のみの購入及び
詰め替えインク等の利
用

○ ○ 特になし 継続

関連する環境法令などを遵
守

毎年８月のチェック ○ ○ 特になし 重点的取組

環境経営計画
（目標達成手段）

来年度の取組
内容

環境経営目標

評価項目
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８．代表者による取組の全体評価と見直し・指示の結果

目標を達成した場合で
の問題点

目標未達成の原因 今後の改善点

再生ペレット販売量の
増加（t）

ー コロナ禍による景気後退 現在の活動を継続

二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-
co2）

機械稼働率が低下して
いる。

ー 現在の活動を継続

電力から出る
二酸化炭素排出削減
（生産量ｔ当りkg-
co2）

機械稼働率が低下して
いる。

ー 事業規模と稼働時間の検討

軽油から出る二酸化炭
素排出削減（生産量ｔ
当りkg-co2）

ー ー 販売量減の影響が大きい。

LPガスから出る二酸化
炭素排出削減（生産量
ｔ当りｋｇ-co2）

電動車を導入する。 ー 現在の活動を継続

産業廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkgり）

ー 販売量減の影響が大きい 生産管理技術の向上

一般廃棄物排出量削減
（生産量ｔ当りkg）

ー 販売量減の影響が大きい 販売量の拡大

総給水量の削減
（生産量ｔ当りkg）

ー 販売量減の影響が大きい
生産管理技術の向上、作業
効率向上、雨水の活用を増
やす

事務用グリーン購入の
増加

なし - 現在の活動を継続

関連する環境法令など
を遵守

なし - 現在の活動を継続

代表者による指示事項

項目

環境経営方針

環境経営目標

環境経営計画

実施体制 なし

環境経営システム全体

なし

なし

環境目標

評価項目

変更の必要がある場合の指示事項

なし

なし


